
（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

S51

-
 1

 -

145,000 80.5%

H59 14,000 100.0%

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名
事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

〜

（残事業）

終末処理場  ： １箇所
（163千m3/日）

（社会的変化）
①関連市町の将来行
政人口の伸びが鈍化
傾向、②汚水量（原単
位）、工場排水量（原
単位）の減少、③全体
計画諸元の見直し

（経済的変化）
厳しい財政状況

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.91

（コスト縮減）
①処理場設計計画の見直
し、②再生材の活用、③リサ
イクル・省エネルギー化の促
進、④維持管理費の低減、
⑤ＣＯ２の排出負荷低減、⑥
環境負荷の低減、⑦工事情
報の電子化

（代替案）
現実的側面から該当なし

関連市町の下水道
整備の進捗に伴い
増加する処理場へ
の流入水量にあわ
せて段階的に処理
施設の増設を行う。
平成59年度の完成
を見込んでいる

③

(概要）

計画区域面積 ： 11,818.9 ha
計画処理人口 ： 405,800人
流域幹線延長 ： 92.4ｋｍ
中継ポンプ場 ： １箇所
（11.7m3/分）
終末処理場  ： １箇所（281
千m3/日）

159,000 82.2%

（目的）

北勢沿岸流域（北部処理区）
の水質保全と生活環境の改
善
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

S52

-
 2

 -

103,674 55.0%

H59 － －

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

〜

（残事業）

計画区域面積   1,611ha
計画処理人口  56,965人

（社会的変化）
①人口の伸びが鈍化
傾向、 ②汚水量（原
単位）、工場排水量
（原単位）が減少
③市町合併（旧四日市
市と旧楠町）

（経済的変化）
①厳しい財政状況
②建設費及び維持管
理費のさらなるコスト
縮減 ③効率的な事
業執行

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝2.0

（コスト縮減）

①管渠の最小径の見直し
②最小土被りの見直し（管渠
埋設深さの見直し）③管基礎
工法の見直し ④適正な発
注規模 ⑤再生材料の活用
⑥アクションプログラムの活
用

（代替案）
現実的側面から該当なし

社会経済情勢の動
向や市民のニーズ、
財政面を考慮し、人
口密集地など整備
効果の高い地域か
ら順次整備を進め、
平成５９年度の完成
を目指している

③

（概要）

計画区域面積  3,072ha
計画処理人口 136,000人

103,674 55.0%

（目的）

四日市市北部の水質保全と
住環境の改善を目的に下水
道を整備する
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

S51

-
 3

 -

78,698 47.2%

H45 － －

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

〜

（残事業）

計画区域面積 1,642.9ha
計画処理人口 55,496人

（社会的変化）
①関連市の人口の伸
びが鈍化傾向、②汚水
量（原単位）、工場排
水量（原単位）が減少
③全体計画の見直し、
④市町合併

（経済的変化）
厳しい財政状況

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.92

（コスト縮減）

①管渠の小口径化（最小口
径200mm→150mm ）、マンホ
－ル間距離の見直し、②再
生材の活用、③リサイクル・
省エネルギー化の促進、④
維持費管理費の低減、⑤ＣＯ
２排出削減、⑥環境負荷の
低減、⑦工事情報の電子化

（代替案）
現実的側面から該当なし

地元住民の要望や
財政力を勘案し、整
備効果の高い地域
から順次下水道整
備を行い、平成45年
度の完成を見込ん
でいる

③

（概要）

計画区域面積 3,203.8ha
計画処理人口 137,100人

78,698 47.2%

（目的）

北勢地方北部沿岸流域の水
質保全と住環境の改善を目
的に下水道を整備する
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

H9

-
 4

 -

5,419 34.4%

H27 474 100.0%

事業による浸水被害軽減に対
する考え方や氾濫シミュレー
ションによる浸水位の求め方、
便益の計算において、本事業
の妥当性が判断できる根拠が
不足していた。従って、これらを
説明できる資料の提出をまって
再審議とする。

〜

（残事業）

・排水区域面積 111.13ha
(用地買収完了)
・確率年 ８年
・ポンプ場整備 1箇所
（4台10.335m3/s）
・雨水幹線整備
L=2,140m

（社会的変化）
平成12年降雨、平成
16年降雨など、近年で
も浸水被害を経験して
おり、地元からは雨水
施設の早期改修が強く
要望されているなど、
事業の促進に支障とな
るような、大きな変化
はない

（経済的変化）
厳しい財政状況

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.38

（コスト縮減）

①ポンプ場の経済的で円滑
な排水運転、②幹線水路整
備の進捗に合わせた段階的
整備、③ポンプ場の集中管
理および外部委託化の実
施、④より経済的で早期に効
果の発現が可能な幹線ルー
トの選定

（代替案）
現実的側面から該当なし

平成19年度末まで
に全体計画の半分
の能力(約5m3/s)を
有するポンプ施設を
完成し、平成20年度
から幹線管渠の整
備を順次進め、平成
27年度の完成を見
込んでいる

②

（概要）

・排水区域面積 111.13ha
・確率年 ８年
・ポンプ場整備 1箇所（4台
10.335m3/s）
・雨水幹線整備 L=2,140m

5,893 39.7%

（目的）

宅地化の進展に伴う桑名市
街地の浸水防除を図るた
め、老朽化の進んだ甚内ポ
ンプ場の改築および雨水幹
線の整備を行う
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

H2

-
 5

 -

35,873 92.0%

H27 － －

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

〜

（残事業）

残整備面積  59.7 ha
残処理人口 4,789人

（社会的変化）
①全体計画の見直し
②市町村合併

（経済的変化）
厳しい財政状況

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.9

（コスト縮減）

① 管渠の最小管径の見直し
②マンホール間距離の見直
し
③再生材の活用 ④他事業
との同時施工

（代替案）
現実的側面から該当なし

事業期間はＨ２７年
であるが、順調に管
渠の整備が進んで
きており、Ｈ２２年度
のおおむね完成を
見込んでいる

③

（概要）

計画区域面積 2,165.1ha
計画処理人口 43,470人

35,873 92.0%

（目的）

北勢地方北部沿岸流域（北
部処理区）いなべ市の周辺
環境と居住環境の改善効果
及び公共用水域の水質保全
を目的とする
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

H1

-
 6

 -

14,174 87.6%

H27 － －

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

〜

（残事業）

計画残面積 １２０．２ｈａ

（社会的変化）
人口の伸びが鈍化傾
向

（経済的変化）
厳しい財政状況

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝2.5

（コスト縮減）

①管渠の最小管経の見直し
（φ200ｍｍ⇒φ150ｍｍ）
②マンホール管渠距離の見
直し
③再生材の活用

（代替案）
現実的側面から該当なし

人口増加政策に伴う
住宅開発や事業所
等の進出の動向を
見極めながら進めて
おり、平成２７年度
の完成を見込んで
います

③

（概要）

計画区域面積 970.5ｈａ
計画処理人口 29,840人

14,174 87.6%

（目的）

北勢地方北部沿岸流域の水
質保全と住環境の改善を目
的に下水道を整備する
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（単位：百万円）

採択年

総事業費 進捗率

うち工事費 進捗率

目標年 うち用地費 進捗率

事業進捗状況

事業を巡る社会経済
状況等の動向

事

業

名

番

号

箇

所

名

市

町

名

平成１９年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町等事業）

〜
事業進捗内容

費用対便益分析結果・コスト
縮減の可能性・代替案の検

討 等
今後の事業の見通し 委員会意見等

再

評

価

の

理

由

全体事業概要と目的

H6

-
 7

 -

45,288 29.0%

H37 － －

事業継続の妥当性が認められ
たことから事業継続を了承す
る。

〜

（残事業）

整備面積 1，001ha
管渠延長（幹線＋枝線）
247千ｍ

（社会的変化）
①人口の伸びが鈍化
傾向、②汚水量（原単
位）、工場排水量（原
単位）が減少

（経済的変化）
厳しい財政状況である
ことから、建設費、維
持管理費のさらなるコ
スト縮減、効率的な事
業を進めることが求め
られる

（費用対効果分析）
Ｂ／Ｃ＝1.42

（コスト縮減）

① 管渠の小口径化、②マン
ホール間隔距離の見直し、
③管渠埋設深の見直し、
④再生材の活用、⑤発注規
模の見直し、⑥維持管理費
の低減

（代替案）
該当なし

下水道整備の進捗
にあわせて管渠の
整備を行う。
平成37年度の完成
を見込んでいる.

③

（概要）

計画区域面積 1，547ha
計画処理人口 39，800人
管渠延長（幹線＋枝線）
386千ｍ

45,288 29.0%

（目的）

北勢沿岸流域下水道（北部
処理区）菰野町内の水質保
全と周辺環境並びに
居住環境の改善
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